
第四版　はじめに

　近年は、大企業だけでなく、中小企業においても、合併を初めとして
組織再編成を行うケースが増加しており、組織再編成が広く見受けられ
るようになっています。
　このように、合併を初めとする組織再編成が日常化する中にあっては、
組織再編成の法務と税務の制度に関する正しい理解と実務に関する十分
な知識が不可欠となっています。
　本書は、初版以来、主に税理士の皆様方が顧問先の法人の合併に携わ
る場合に必要となることをできるだけ余すところなく記述するというコ
ンセプトの下に起稿させて頂いております。
　このため、合併の実務の進行場面を念頭に置きつつ、第Ⅰ部において
は、合併を行うべきか否か等の判断に資する事項を記述し、第Ⅱ部にお
いては、合併を行う場合に避けて通ることのできない法務について記述
し、第Ⅲ部においては、本書の中心テーマとなる合併の税務に関して記
述し、第Ⅳ部においては、処理例を掲げさせて頂いております。　
　初版の「はじめに」においても述べさせて頂きましたが、第四版にお
いても、「分かっていることを書く」「大丈夫なことを書く」ということ
ではなく、「読者が知りたいことを書く」という姿勢で取り組ませて頂
きました。
　このため、本書においては、合併の実務に携わる上で知っておかなけ
ればならないことが幅広く記載されているというだけでなく、類書には
ない深度のある法令解釈や実務に有益な情報等が随所に存在することと
もなっているはずです。初版から引き継ぐこのような執筆姿勢は、合併
を初めとする組織再編成に係る法制及び税制が複雑かつ難解であるこ
と、税務執行当局が合併を初めとする組織再編成に厳しい目を向けるよ
うになっていることなどを考慮したものであったわけですが、このよう
な事情は、現在においても、全く変わっていません。むしろ、税務当局



の組織再編成の税務処理に対する目は、以前にも増して厳しくなってき
ています。
　このような中にあって、本書の初版から第三版までがご好評を得て、
この度、第四版を上梓させて頂く運びとなりましたことに、著者一同、
感謝する次第です。
　本書が、合併を行う納税者はもとより、合併の実務に携わる税理士等
の皆様方、合併に係る税制の勉強を志す皆様方、合併の税務処理に関し
て税務調査・審理事務を行う国税職員の皆様方などの日々の実務や勉強
等に僅かなりともお役に立つようであれば、幸いです。
　最後になりましたが、初版以来、刊行にご助力を賜わっております法
令出版の皆様方に、著者一同を代表して、改めて御礼申し上げます。

令和元年 11 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　著者を代表して
日本税制研究所 代表理事

税理士　朝長　英樹
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